
 

（様式１－３） 
いわき市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和７年１月時点 
※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 6 事業名 空間線量等モニタリング事業 事業番号 (3)-23-5 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 （231,160（千円）） 

258,966（千円） 

全体事業費 （230,890（千円）） 

258,696（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

放射線量や放射能のモニタリングを行うための体制を構築し、行政のみならず NPO 法人や市民団体・ボ

ランティア団体等の各種団体や高等教育機関、有識者、事業者などと連携して各種モニタリングをきめ細や

かに行い、市民の身近な生活環境における放射線量・放射能の正確な情報を把握・共有し、市民、自主的避

難者、事業者の不安感の解消や風評の払拭を図り、復興の加速を促すことを目標とする。 

事業概要 

市民の不安解消に向け、市内 2,000 カ所以上の地点における放射線量の測定結果を公表する「いわき市

放射線量マップ（いわき i マップ内）」のデータ更新、市民からモニタリングの要請があった場合の個別対

応、市民自身が測定できる放射線量計の貸し出し、さらには土壌等の放射能測定を実施するための資機材の

整備及び測定人員・体制を構築する。 

 

（事業間流用による経費の変更）（令和６年１月 10 日） 

請差により委託費が 142 千円（国費：142 千円）減額となったため、(3)-23-8 水道水の水質検査事業へ 142 千円（国費 

142 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 204,193 千円（国費 204,193 千円）から 204,051 千円（国費 204,051

千円）に減額。 

 

（事業間流用による経費の変更）（令和７年１月９日） 

請差により委託費が 128 千円（国費：128 千円）減額となったため、(3)-23-7 放射線内部被ばく検査事業へ 128 千円（国

費 128 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 231,018 千円（国費 231,018 千円）から 230,890 千円（国費 230,890

千円）に減額。 

 

当面の事業概要 

これまでの本市における放射線・放射能対策に係る事業を継続して実施するもの。 

＜平成 23 年度＞～ 

 ・測定体制の構築、測定の実施等 （福島再生加速化交付金以外の制度等活用） 

＜平成 27 年＞ 

 ・継続実施 

＜平成 28 年 4 月＞～ 

 ・市内全域のモニタリング業務を追加の上、事業を継続（福島再生加速化交付金活用） 

 

 本事業で実施する放射線量・放射能のモニタリングについては、市民、自主的避難者、事業者の不安感の

解消や風評の払拭を図るため、放射性物質汚染対処特措法に基づく汚染状況重点調査地域の指定解除後に

おいても継続して実施する。 

地域の帰還環境整備との関係 

原子力災害からの復興において、放射線量や放射能のモニタリングを継続し、正確な情報を発信すること

が必要であるとともに、市民の安全・安心感の確保はもとより市内外への情報発信等の必要な施策を展開す

ることで、地域の復興を促進させるものである。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

 
（様式１－３） 
いわき市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和７年１月時点 
※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ８ 事業名 放射線内部被ばく検査事業 事業番号 ⑶-23-7 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 （83,902（千円）） 

90,243（千円） 

全体事業費 （83,953（千円）） 

90,294（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

原発事故により放出された放射性物質の半減期が約 30 年と長い歳月を要し、一部食品の出荷規制が継続

中であること、また、原発事故の収束が不透明な状況にあることを踏まえ、市民の放射線に対する健康影響

を長期に見守る体制を継続して実施することで、本市復興の加速化を図ることを目標とする。 

 

事業概要 

市民の放射性物質による内部被ばくの実態を把握するとともに、自己の健康管理に役立てていただくた

め、市が独自に購入したホールボディカウンター２台を活用し、検査を実施する。 

⇒ いわき市復興事業計画（第４次） 取組の柱１（№32）に位置付けられている。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

 

（事業間流用による経費の変更）（令和６年１月 10 日） 

本事業における検査員人件費（会計年度任用職員給与）について、人事院勧告等を踏まえ増額したものの、本事業にお

ける会計年度任用職員手当（通勤手当）の一部及び内部被ばく検査連絡協議会等に係る旅費が不要となったこと等によ

り、事業費が 77 千円（国費：77 千円）減額となったため、(3)-23-8 水道水の水質検査事業へ 77 千円（国費 77 千円）

を流用。これにより、交付対象事業費は 79,468 千円（国費 79,468 千円）から 79,391 千円（国費 79,391 千円）に減額。 

 

（事業間流用による経費の変更）（令和７年１月９日） 

本事業における検査員人件費（会計年度任用職員給与）について、人事院勧告等を踏まえ増額したことにより、その他

の経費を見直し事業費の節減を図ったものの事業費が 128 千円（国費：128 千円）増額となったことから、(3)-23-5 空

間線量等モニタリング事業から 128 千円（国費 128 千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 83,825 千円（国費 

83,825 千円）から 83,953 千円（国費 83,953 千円）に増額。 

 

当面の事業概要 

＜令和７年度＞ 

検査対象：平成 23 年３月 12 日時点で本市に住民登録のあった方、または、現在、本市に住民登録のある

方で、検査日時点においておおむね２歳以上の方。 

検査場所：いわき市総合保健福祉センター 

事業費 ：６，３４１千円（検査実施に必要な会計年度任用職員及び機器点検更新費用等） 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

本事業により、自己の内部被ばくの実態が把握でき、またその結果を広く市民に公表することで、放射線

への健康影響を不安に思う方々の健康不安の解消や放射線への理解促進が図られることから、原子力災害

に被災した本市における地域の再生加速化に資するものである。 

 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 
いわき市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和７年１月時点 
※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ９ 事業名 水道水の水質検査事業 事業番号 ⑶-23-8 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 （173,586 千円） 

193,452 千円 

全体事業費 （173,805 千円） 

193,671 千円 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

水道法に基づく水質検査を実施し、安心安全な水道水を確保する水質検査体制を図る。 

市内 11 浄水場の水道水の放射線モニタリングを実施し、結果について速やかにホームページに掲載する

などし、広く市民に周知することにより市民の不安解消を図る。 

事業概要 

① 定期水質検査 

水道法に基づく水質検査計画を策定し、当該計画及び検査結果を公表することにより水道水の安全性

を広報していく。また、検査方法の妥当性評価を行い、検査結果の信頼性の確保に努める。 

② 放射性物質検査 

市内 11 浄水場の水道水を週３回（うち、法田第一ポンプ場・旅人浄水場・上遠野浄水場の３浄水場に

ついては週１回）水質管理センターでゲルマニウム半導体検出器（２台）を用い検査を行い、福島県へ検

査結果を報告するとともに市広報及びホームページにおいて検査結果を公表し、市民の水道水に対する

不安解消に努める。 

 

当面の事業概要 

＜令和７年度＞ 

・ 放射性物質検査 ・・・市内 11 浄水場の検査を実施する。 

・ 定期水質検査  ・・・市内４基幹浄水場（原水、配水、給水、混合給水）、他の７浄水場（原水、給水）、

福島県水道水質管理計画（ダム）、地域管理給水施設（給水、原水）の検査を

実施する。 

・ 妥当性評価の実施・・・代表水系の原水及び給水を用いて、検査方法及び測定結果が適正なものである

かの確認・評価を行う。 

＜令和８年度以降＞ 

本市を取り巻く状況に大きな変化はないことから、水道水の安全性についての検査を継続実施予定。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

上記の取り組みにより、継続して水道水の安全性を確認し市民に最新の情報を提供することにより不安払

しょくを図り、避難している市民が早期に帰還できる環境を整備する。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


